
国土計画からみた地方(その3)
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戦後復興期の国土計画

国土計画基本方針

わが国は敗戦によって多大な打撃を受けたに

もかかわらず、国土計画にかかわる立ち上がり

は早かった。米戦艦ミズーリにおいて降伏文書

に調印してまもない1945年9月27日、内務省国

土局は「国土計画基本方針」という8項目の短

い文書をまとめている(この日は、昭和天皇が

連合軍総司令官ダグラス・マッカーサーを初め

て訪問した日でもある。そのときに並んで撮影

した写真が翌々日の新聞に掲載されて不敬問題

を引き起こした)。

「国土計画基本方針」の第1項は国土計画の

目的であり、「国土計画においては、ポツダム

宣言受諾に伴う国土及び産業の構成に関する重

大なる変更に対応して、産業、文化及び人口の

配分並びに国土の経営に関する計画を樹立し、

これが実現の企画を促進し、もって国民生活の

確保向上と世界文化への寄与貢献を庶幾する」

とされている。

戦前の「国土計画設定要綱」(1940年9月)

と比較すると、「新東亜建設」「国力増強」とい

った目的から「国民生活の確保向上」「世界文

化への寄与貢献」という目標に大きく変化して

いる。その一方、「産業、文化及び人口の配分

並びに国土の経営に関する計画」という計画内

容については、基本的には変わっていない。

第2項は経済の基本原則であり、「平和的な

らざる意図の下に経済上の諸条件を無視して追
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求せられたる自給体制を離脱し、国土の自然的

制約とポツダム宣言の規定の範囲内において適

地適業の原則に基づき、国民生活上の必需物資

の生産と平和的なる産業の維持発達を助長し、
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平和的通商を通して国民経済の充足を計る」と

され、身勝手な自給自足体制から平和的通商体

制への移行がうたわれている。

第3項は産業についてであり、農業、林業、

工業、商業など7分野に分かれている。「中央

計画素案・同要綱案」(1943年10月)では水産

漁業に関する記述が出てこなかったが、「基本

方針」では7つの産業のひとつに水産業があげ

られている。

このうち工業については、軍需産業の転換を

含む平和産業の復活、交通運輸設備の改良と工

業適地の培養による工業の地方分散、農業合理

化に伴う余剰労力を吸収するため工業の農村立

地の促進、そして動力の確保という4点があげ

られている。商業については、国内商業の統制

ある復活、平和的通商という2点が唱えられて

いるほか、おもしろいことに「特に観光事業の

組織化を図り、これの助長を企図する」という

文言が付け加えられている。

第3項の題目は、「各種産業についての指導

原則」となっている。商業についても「統制あ

る復活」という表現が使用されており、国土計

画という名のもとで、管理的な産業政策の含み

が強くあらわれている。

第4項は「基礎的諸条件の整備」に関するも

のであり、交通・通信等の施設、都市における
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交通・通信等の施設、国土保全の施設という3

分野に分かれている。

第5項は「文化厚生施設の配分」についてで

あり、大都市集中傾向の是正、放送・出版・印

刷業のような文化の基礎条件となる産業の地方

移転、無医村の解消などが示されている。

第6項は「人口の地方分散」であり、工業の

地方分散、開墾・帰農、地方文化の昂揚などに

より、「地方都市及び農村への人口分散を期す

ると共に、特に復員または帰還人口を支障なく

配分し、もって地域的に食糧需給との関係をも

調整する」とされている。

第7項は「都市に関する計画」であり、都市

の性格・規模、過大都市の防止、軍都及び軍港

に関する計画という3つに分かれている。最初

に「都市の性格並びに面積、人口等の規模は、

産業、文化、人口等の配分に即応せる都市配置

の構想に基づくものとし、街路網の計画、過密

住区の解消等、能率、保健、防災を目途とする

都市の計画は、周辺農村の立地条件整備の計画

と併せて計画実施せらるるものとす」とされて

いる。

戦前の「中央計画素案・同要綱案」では、周

辺農村は、「人口供給圏」あるいは「生鮮読菜

供給圏」の一部であり、都市に対して従属的な

役割が期待されていた。これに対し、「基本方

針」では、「周辺農村の立地条件整備の計画と

併せて」というように、都市と並列的な扱いに

変わってきている。

「地方計画の基本方針」と題された第8項で

は、「以上の産業、交通、文化等の配分計画を、

国土を数個に区分したる単位地域別に総合調整

するため、各単位地域に関する基本方針を樹立

する」とし、国土計画の一環として地方計画を

策定することが提示されている。

開墾と帰農

上記第6項に示されているように、戦後まも
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ないころの当時においては、「特に復員または

帰還人口を支障なく配分し、もって地域的に食

糧需給との関係をも調整する」ことが最重要課

題のひとつであった。

このため、内務省国土局が出した「国土計画

基本方針」に呼応するかのように、同年同月、

農林省は「緊急開拓事業基本要綱」を策定し、

11月には「緊急開拓事業実施要領」が閣議決定

されている。そのなかでは、未利用地の開墾(5

年間で155ha)、干拓(同10万ha)の実施、既耕

地の土地改良事業により、入植と食糧増産を図

ることが示された。

復興国土計画要綱の問題意識

内務省国土局は、「国土計画基本方針」を発

表してちょうど1年後の1946年9月、「復興国

土計画要綱」を策定した。

「要綱」は、趣旨、性格、目標及び方針、前

提、農業配分計画、工業配分計画、そして人口

配分計画という7つの節から構成されている。

全体の8割程度は工業配分計画と人口配分計画

が占め、これに農業配分計画がつづき、その他

の事項に関する記述は少ない。分量は約3万字

にのぼるが、その半分は産業と人口の配分に関

する表である。

「国土計画基本方針」では、文化厚生施設、

基礎的諸条件、農業・工業以外の産業などの項

目があげられていたが、「復興国土計画要綱」

になると、これらの事項については、前提のな

かで方向が示されたり、人口配分計画の一環と

して言及されるにとどまっている。その結果、

第4節「前提」の末尾では、「以上のごとき諸

条件を前提として農地開発、人口の再配分、地

方都市の振興を計画せり」とされ、計画の内容

を農地、人口、地方都市の3分野に絞ることが

明記されている。.

第1節「趣旨」では、最初に「ポツダム宣言

の要請を完全に遂行すると共に、民主主義国家
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の建設を図るためには、縮少せられたる国土に

おいて、まず農業の再建を期すると共に、それ

を戦災の復興、軍需産業の解体並びにその平和

産業への転換、食糧の増産の基礎的条件たる肥

料、石炭、鉄鋼等の基礎産業再建との総合的関

連において急速ならしめ、これによって過大の

人口収容につき遺憾なき措置せんとす」という

問題意識が提示されている。

つまり、当時の焦眉の課題は、復員・引揚者

の急増や失業者の増加といった人口圧力の増大

への対応であった。「趣旨」の一番最後の部分

には、もっと直裁的に「人口収容並びにその生

活の確立上重要施策たらしめんとす」という目

的が明示されている(飯米獲得人民大会、いわ

ゆる"食糧メーデー''が開かれたのもこの年の

5月である)。

また、戦後直後の基幹産業とは、特に農業と

それに関連した肥料、石炭、鉄鋼という3ない

し4分野であることが分かる。

この間題意識につづけて、「我が国の政治、

経済、産業、文化等に関する行政の活動を綜合

的ならしむると共に、それらの施設及び人口と

国土との関連における綜合的かつ合目的的なる

配分計画の樹立を最も必要とす」と、国土計画

の必要性が述べられている。

そして、「国家再建の国土計画を構想し、食

糧生産、民生産業の振興、戦災の復興等に関す

る施策の重点を明らかならしむると共に、所要

の立地条件たる国土の保全開発利用に関する施

策を始め、鉄道、道路、港湾等の立地条件整備

につき、乏しき資材、資金を最も有効に活用す

るの基準たらしめて人口収容を可能ならしむる

ことは、現在各種の悪条件の下に混沌たる民生

をしてその拠点を得しめ、同時に急速に安定せ

しむるため、正に必要欠くべからざるものとい

うべし」としている。

リサーチ中l野　抑1./

復興国土計画要綱の性格

第2節「性格」においては、次の6点が記載

されている。

第1点は、「食糧の増産、工業の再建、地方

中小都市の振興等による人口収容並びにその配

分に関し、国土計画の構想をもって基本的方針

につき策定をなす」というもので、戦前・戦後

を通じて、国土計画は、産業と人口の配分にか

かわるものであることが明記されている。当時

の主要都市は壊滅状態にあったためか、大都市

に関する記述はここには出てこない。その代わ

り、「人口収容」の点から、地方中小都市ある

いは農村が重視されている。

第2点は、対象範囲に関するものであり、連

合軍管理下に置かれた島しょ部(沖縄、鹿児島

県大島地域、小笠原諸島、北海道北方地域)を

「一応除外」するとし、北海道、本州、四国、

九州の約36.9万km2の地域に限定している。

第3点では、46年4月現在の人口に復員・帰

還者とさらに自然増を加えた8,000万人が計画

期間の目標人口とされている。第4点では、産

業振興によって「人口収容源」の確保をめざし

ながらも、「立地条件による生産の過不足に対

しては貿易により平衡を得しむるものとす」と

している。

しかし第5点では、「我が国の資源の賦存、

本計画における産業の構成等の立地条件よりす

れば、負担の過重を免かれざるもの[であるた

め]・・・、将来、計画細目の検討により、各

産業、特に工業目標の拡充或いは平和的な海外

植民の計画を要請するものとす」との懸念も表

明されている。

第6点では、計画期間を「一応5カ年」とし

ているが、「施策の実施に即応し計画時期に伸

縮あらしむるものとす」としている。

地方都市を優先した戦後復興

第3節は「目標及び方針」であるが、そのう
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ち計画策定の目標については、「民主主義国家

建設上、当面最も重要の施策たる人口収容の重

大性に鑑み」ということで、次の5点が示され

ている。

①　国土の開発利用の増進による生活領域の

拡充

②　食糧生産の増強、地方都市、産業振興に

よる経済力増強

③　戦災都市、旧軍都軍港、新興工業都市等

の振興に関する基本方針の樹立

④　鉄道、道路、港湾、電力、用水等に関す

る基本的条件の整備

⑤　失業問題解決に対する基本方針の樹立

目標は簡潔にこれら5点に絞って示されてい

るのに対し、方針は12項目にわたっている。

まず第1点で、8,000万人に及ぶ人口を収容

するため、「国土の積極的開発とその能率的利

用につき充分なる考慮を払う」と開発志向が示

されている。と同時に第3点では、「所要の治

山、治水、利水に関する砂防、植林、河水統制

等につき考慮を払う[などして]・・・国土利

用の増進を促進するにつき遺憾なきよう計画す

る」と国土保全に考慮すべきことがうたわれて

いる。

そのほかの詳細については、工業と人口の配

置に関する項(後述)で出てくるので省略する

が、第9点は興味深い。

つまり、「戦後の復興は、戦災都市、旧軍都

軍港たりし都市、新興工業都市等を重点的に、

その施設の復旧又は転換利用により、当該都市

の財政的基礎の確立を期するものとするも、そ

の日的達成に当たりては現下の輸送力、資材の

供給等の諸事情に鑑み、地方中小都市の戦災復

旧を工業その他産業文化の建設を含めて優先的

ならしむるよう措置する」というものである。

このことから、食糧確保の面だけでなく産業

の面でも、地方中小都市の復興が大都市より優

先されていたことが分かる。

屠士朗酎lらみた彪方イその3ノ

貿易収支の改善

第4節「前提」は、輸出入問題に関する事項

に全部を割いているが、これも食糧問題と並ん

で切実である。

すなわち、8,000万人の人口を擁しつつ「1930

年度の生活水準を維持せしめんがためには」と

いう前提で貿易収支を試算している。これによ

ると、輸入額37億円(1941年価格)と貿易外収

支のマイナス幅3億円、計40億円の外貨獲得が

必要であるのに対し、輸出額は33億円程度と見

込まれる。

その差分7億円を埋めるためには、工業生産

に傾注すべきであるが、「賠償問題として既に

大なる制約を受けつつある所にして、かつ日本

より戦争能力を剥奪し、日本をして平和的文化

国家たらしめんとする連合国の占領目的に照ら

しても、工業生産力の拡充は殆ど実現不可能と

見るべし」と悲観的である。

このため大きく2つの方策が検討されてい

る。ひとつは、食糧自給率の向上と食糧輸入の

縮減を図るとともに、国内消費の引き下げを図

ることである。

しかし、後者については、「現実の問題とし

てここ数年間は必然的に生活水準の低下の方向

に進むものと予想せらるるも、これは無策消極

的なる方法として我等の執らざる所なり。国土
~7`マ

計画としてはあくまでも国民の生活を翼求し、

これを実現する方法を執らざるべからず」と峻

拒している。

もうひとつは、輸出の確保である。これには

3つの方途が示されている。

1番目は、輸出向けの生糸、茶、柑橘類など

の「農水産加工食料等の増産、その他郷土産業

の振興」である。

2番目は、「[輸出品産業である]繊維工業及

び一般機械工業、特に精密機械工業」の能力拡

充である。そのため「中小規模の高能率工場を

地方中小都市或いは農村に分散配置し、所要の

リサーチ中l野　抑/.1
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立地条件を整備す。差し当たりは非戦災都市の

振興に重点を指向する」としている。

そして3番目は、貿易外収支が戦前のプラス

から戦後にはマイナスに転じたため、「収入の

増加を図る方法として観光事業の振興により国

際観光客の誘致策を講ずべし。当該施設の配分

に当たりては、国土計画的考慮を必要とするは

論なき所なり」と、比較的容易な方法として観

光産業の重要性が強調されている。

さきほどは省略したが、12項目の「方針」の

一番最後も観光に関する項目である。すなわち

「観光地の開発と所要施設の整備は、国土の開

発利用増進並びに保全に関する施策と併せて、

各地方の立地条件を勘案し、相互に綜合的に調

整企画せらるる要あると共に、観光事業の整備

は単に外貨の獲得遂行の目的に随することな

く、国民思想並びに生活の健全化につき充分の

考慮を払うものとす」としており、外貨獲得の

面だけでなく、保養・保健などの面からも観光

振興の意義が説かれている。

農業と工業の振興

「復興国土計画要綱」の主眼は「人口収容」

にあることから、第5節「農業配分計画」と第

6節「工業配分計画」については、地方別(工

業については都道府県別)の生産目標が提示さ

れるなど、詳細に記述されている。

農業については、「可能な限り開墾計画を遂

行」「耕作放棄地、災害耕地の復旧をはじめ、

旧軍用地、工場敷地、戦災跡地等の耕地化によ

り順次復帰」「新開墾地への入植による農家の

設定、農村工業の振興による兼業農家の培養」

などの方策が示されている。

にもかかわらず、「農業は人口収容を主目標

とするも、将来国際貿易の開始せらるる場合に

おいては、移民計画等と共にその計画の再検討

を要する」とされている。また、米換算で8,700

万石の需要に対し、国内生産目標は7,000万石

リサーチ中」野　2〟/.1

にすぎないため、その差分を輸入で補うべく、

並行して輸出産業の振興を図ることとしてい

る。

工業については、鉄鋼、軽金属、機械、自動

車、造船、化学、繊維の7分野について、地方

別・都道府県別に振興方向が検討され、生産目

標が表にまとめられている。

これがどれくらい細かいかというと、たとえ

ば軽金属工業の場合、「アルミニウムについて

は昭和電工喜多方工場、日本軽金属蒲原工場、

日新化学新居浜工場を、アルミナについては昭

電横浜、日軽清水、日新新居浜を残存せしめ、

他の諸工場については整理転換を考慮す」とい

った記述がされている。

全国(沖縄など島しょ部を除く)に占める中

国地方(現行の5県と同じ範囲)の生産目標の

全国比をみてみると、目標人口については後述

のとおり8.5%であるのに対し、米収穫高

9.9%、圧延2.9%、特殊鋼12.6%、鋳鉄5.6%、

軽金属圧延38.9%、工作機械1.6%、苛性ソー

ダ1.2%、石灰石・石炭を原料とするア法ソー

ダ68.8%、接触硫酸15.5%、綿・スフ紡績10.6%

となっている。

これらのなかでも綿・スフ紡績、製糸などの

繊維工業については、「平和産業の中核として

既得技術の高度の活用を図り、見返り的輸出品

生産の振興発展を期す」と、重要な輸出産業と

して特記されている。

人口配分計画

第7節は、農業と工業の配分に対応した「人

口配分計画」である。これは、総則、産業別配

分計画、地域別並びに都市人口配分計画という

3つの部分に分かれている。

総則では、目標人口を8,000万人とする根拠

として、男女別・年齢階級別人口構成、外地か

らの帰還者と自然増の見通しが示されている。

また、「完全雇用の実現を目途」に有業率(目

上昇土厨離lらみた此方「その3ノ
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標人口に占める有業者の割合)が47.7%に設定

されている。

産業別配分計画では、有業者3,800万人につ

いて、農林、水産業、鉱業、工業、土建、商業、

交通、公務自由、家事業、その他に分けて目標

人口が示されている。5年後の目標人口だけで

なく、比較のために戦前の30年、40年、44年の

実績が記載されるとともに、目標人口を30年時

点の産業別構成比で振り分けた場合はどうなる

かという数値も添付されている。

鉱工業については、1940年の920万人(全産

業の27.0%)が630万(16.6%)に減少すると

見込まれ、「戦前の不況時なる1930年の17.6%

[523万人]に及ばず」としている。商業につ

いては、1940年に507万人(14.9%)であった

のが、「概ね戦前に復帰せしむるも、なお人口

収容の適正化を図る」ため、目標はそれを少し

下回る500万人(13.2%)とされている。

農林業については、「新耕地の開墾と経営規

模の現状維持、経営の多角化、農相工業の導入

等」により1,650万人(43.4%)を設定してい

る。これは1940年時点の1,436万人(42.1%)

を200万人あまり上回るものである。その内訳

として既存農家で100万人の増加と都市人口か

ら150万人の新規就農を見込んでいる。

他方、完全雇用の実現をめざしながらも250

万人(6.6%)の失業者が見込まれている。こ

れらの「失業予想人口」については、「計画終

期において解消するごとく事業の振興を期す

る」としている。その具体的方策として、250

万人のうち150万人については「主としてこれ

ら[開墾などによる]耕地の造成及びこれに伴

う広義の農業土木に投ぜらるるものとする」

と、ケインズ主義的対策を講じることとされて

いる。

また、失業者250万人のうち商業部門から生

まれた50万人については、「将来諸外国との平

和的通商活動の回復に伴い、海外に復帰を許容

罫士朗酎lらみた地方　そのβノ

せらるるであろう最少商業予備軍を含む」とい

う見通しがされている。

農業と商業については、国内だけで就業の場

を確保するのは困難とみられており、海外との

関係回復とともに、移民や「復帰」を図ること

が検討されている。

地域別並びに都市人口配分計画

第7節の最終部分-「復興国土計画要綱」

の一番最後でもある一一では、8,000万人の目

標人口が農山漁村と都市に振り分けられ、また

地方別に配分されている。

これによると、都市人口は3,000万人、策定

時の46年から80万人の増加であるものの、40年

に比べて100万人の減少となっている。これに

対し、農山漁村人口は40年から789万人増加、46

年から610万人増加して5,000万人となることが

見込まれている。このようにして「過去の我が

国都都別人口増加割合を一挙に逆転せしむるも

のとし、以上により農地開発、戦災都市復興、

地方都市振興に関する施策の重点を自ら明確な

らしむるものとす」と、人口配置計画との関連

で施策の重点分野がもう一度列記されている。

地域別配分にあたっては、「国民生活水準の

向上並びにその不均衡の是正、失業問題の地方

的処理、食糧需給、各種物資輸送の地方的調整

等、要すれば農村都市間の社会的経済的協調の

密接化等による生活領域の拡大を期すると共

に、その地域的配分の均等化を図る」という方

針が提示されている。

さきに述べたように、「復興国土計画要綱」

においては、都市と農山漁村とがいわば並列的

に扱われていることが特徴である。ただ、実際

には、多くの都市が戦災で甚大な被害をうけ、

食糧不足が深刻化するなかで、都市と農山漁村

とは「社会的経済的協調の密接化」を余儀なく

され、都市から農山漁村への人口誘導を進めざ

るをえなかったからだといえよう。

リサーチ中厨　〟1.1

β



岡田憲夫ら[2000]は、わが国の多くの過疎

地においては、「1955年ごろをピークとする人

口の一時的な膨張は、ある意味で"分不相応な

バブル現象"だった・・・[ことから]、"多け

れば多いほど良い"式のものさしに機械的に頼

っていては過疎の本質を見誤ることになる」と

注意を喚起している。

戦後復興期に都市から農山漁村への「人口収

容」が促進されたことが、そのような"バブル

現象"をもたらしたといえよう。経済効率の面

からは過疎地をむしろ"過密"とする見方があ

るが、戦後しばらくのあいだ、実際問題として

"過密"であった農山漁村が少なくなかったと

みられる。

このようにして目標人口が地方別・地域別に

配分されているが、中国地方については678万

人、そのうち都市213万人(31.4%)、農山漁村

465万人(68.6%)となっている(表1)。戦前

の40年時点と比較すると、全国は10.3%の増加

であるのに対し、中国地方については18.5%の

増加となっている。これも大都市から地方への

「人口収容」の一環とみなせよう。この結果、

中国地方の全国比は40年の7.9%から8.5%に増

大することが見込まれている。

表11951年の目標人口

19 40年 19 46年 目　標 都 市 農 村

中 国 57 2 6 22 6 78 2 13 465

全 国 7,25 0 7 ,3 1 1 8 ,0 00 3 ,0 00 5 ,0 00

(注)「復興国土計画要綱」から作成。

地方生活圏

人口配分計画の一環として「地方生活圏」と

いう考え方が提示されている。「地方生活圏」

というと、新全国総合開発計画(1968年)にあ

わせて建設省が開始した制度を思い浮かべる

リサーチ中l野　〟1.1

が、「復興国土計画要綱」で使われている「地

方生活圏」は、似ているところもあるが、かな

り異なる。

その用法をみると、第3節「目標及び方針」

では、「産業、文化施設の計画においては、各

地域の各種条件、なかんずく資源の賦存、歴史

的条件等に即応するのみならず、各地域の産業

開発、文化の振興等による地方生活圏の確立を

図り得るごとくするものとす」とされている。

その後しばらく「地方生活圏」という言葉は

出てこないが、第7節の終わりになって「人口

の局地的過度集中を緩和すると共に、地方生活

圏の充実整備のため、大都市地域における各種

施設及び機能の地方分散を促進し、もって大都

市人口の減少を期し、地方都市においては産業

文化その他業務の振興を図り、地方都市人口増

加を期するものとす」という表現が出てくる。

これだけではどういうものかまだよく分から

ないが、これにつづけて「地方生活圏は、次の
`7マ

4段陸をもって構成せしめ、これに応ずる分布

的社会人口をおおむね次のごとく第1次ないし

第4次の階梯をもって配分し、各圏域中核都市

の社会的・経済的・文化的中心機能を充実整備

すること」としている。「分布的社会人口」に

ついてはあとで説明するが、「4段陸」とは次

のようなものである。

地方圏(おおむね半径135～240km)

地域圏(おおむね半径45～84km)

地区圏(おおむね半径15～25km)

都市内および農村

「地方圏>地域圏>地区圏」という階層的な

考え方は、戦前の「中央計画素案・同要綱案」

と同じである(前号を参照)。しかし戦前のも

のとちがって、「都市内および農村」が追加さ

れており、その周囲に地区、地域、地方が同心

円状に広がっているというイメージが明確にな

っている。「地方生活圏」というのは、これら

の階梯構造のいずれかに限定されるのではな

風土創動lらみた地方「その3ノ
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く、機能に応じてさまざまな広がりを持つもの

と理解してよかろう。また、「中央計画素案・

同要綱案」では、都市間の距離が都市の配置基

準とされていたが、「復興国土計画要綱」では、

それぞれの都市を中心にした視点から設定され

ていることも注目される。

このうち地方圏は11に分けられている。その

内訳と中心都市地区は次のとおりである。

北海道:北海道(札幌地区)

北部東北:青森、秋田(弘前地区)

南部東北:岩手、宮城、福島、山形東部(仙

台塩竃地区)

関東:群馬、栃木、茨城、千葉、埼玉、東京、

神奈川、山梨(京浜地区)

東部北陸:山形西部、新潟、長野(新潟地区)

西部北陸:富山、石川、福井、岐阜北部(金

沢地区)

東海:静岡、愛知、三重、岐阜南部(名古屋

地区)

近畿:滋賀、奈良、京都、大阪、兵庫、和歌

山(京阪神地区)

中国:鳥取、島根、岡山、広島、山口(広島

地区)

四国:香川、愛媛、徳島、高知(高松地区)

九州:福岡、佐賀、熊本、長崎、大分、宮崎、

鹿児島(熊本地区及び福岡地区)

今日からすると、東北と北陸が細分化されて

いることや山形の一部が北陸に組み込まれてい

ることに少し違和感を覚える。前号でみたよう

に、終戦間際の「戦時国土計画素案」による地

方区分は、現行の全国総合開発計画などで使わ

れているものにかなり近くなっていたが、「復

興国土計画要綱」の区分は、「中央計画素案・

同要綱案」による地方区分に部分的に立ち戻っ

た感もある。

次項でみるように、地方圏の中心都市は「第

1級都市」に分類されている。しかし弘前と金

沢については、「経済的・社会的・文化的機能

厨土拗1らみた避方rそのJノ

いまだ充実せざるかまたは地方圏の規模比較的

小なるものを対象とするものは差し当たり第2

級都市とす」とされている。また、九州につい

ては福岡と熊本の「併立を認むるものとす」と

いう注意書きが加えられている。

山口県の全域は中国地方に区分されている

が、下関地区については北九州地区とともに「関

門地区」に属し、4大都市地区のひとつとして

一般の地区とは別格の扱いがされている。

なお、こういった地域区分は、国土計画の主

眼である地域格差をどのようにとらえるかとい

う「政策理念にかかわる重要なテーマ」(山崎

[1998])でもある。そのため、たとえば山形

県を東西に分かつことには、当時の背景なり課

題が反映されているとみなす必要があろう。

都市の階層構造

おもしろいのは、「分布的社会人口」という

考え方である。これは「立地的生産人口」とい

う用語と一対をなしており、それぞれ次のよう

な定義がされている。

立地的生産人口:農林業人口、水産業人口、

鉱業人口、工業人口(ただし手工業及び

小規模工場の一部を除く、商業、交通、

公務自由業人口の一部)

分布的社会人口:商業人口、交通業人口、公

務自由業人口関係施設の特殊立地的なる

ものを除く、手工業及び小規模工場の一

部、家事その他の産業人口

具体的には、「産業配分にともなう立地的生

産人口の合理的配置を期すると共に、農村及び

地方都市に対する分布的社会人口の配置を適正

ならしむること」「都市の機能及び人口は、そ

の立地的生産人口及び各圏域の中心的機能に伴

う分布的社会人口をもって構成する」という使

われ方がされている。

これは、ある地域の経済活動を基盤的活動と

非基盤的活動に区分し、当該地域の経済活動の

リサーチ中l野　〟/.1
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規模を基盤的経済活動の関数としてとらえよう

とする「BN(Basic/NonTbasic)分析」の考

え方に比較することができよう。

4つの大都市地区については、「立地的生産

人口」と「分布的社会人口」の配分が示されて

いる(表2)。試みに、前者に対する後者の比

率を求めてみると、京浜ではおおむね1.0倍、

京阪神と関門では0.6～0.7倍程度であるのに対

し、名古屋の場合は1.6倍と高い。そのためか、

他の3地区では、「立地的生産人口」と「分布

的社会人口」を積み上げた総人口を計画人口が

上回るのに対し、名古屋についてはわずかなが

ら計画人口が下回っている。

表2　4大都市の人口配分

立地的 分布的 社会 ・

総人口
計 画

人　 口
生産人口 社会人 口 生産比率

(a) (b ) (b /a )

京　 浜 12 5 1 10 0 .9 4 9 7 50 0

名古屋 19 3 1 1. 6 10 5 10 0

京阪神 10 1 75 0 . 7 3 68 40 0

関　 門 2 3 14 0 . 6 79 8 0

(注)「復興国土計画要綱」から作成。立地的生産人口と分

布的社会人口は有業者のみ表示している。

このように「立地的生産人口」と「分布的社

会人口」を区分したうえで、「その[都市の]

機能及び規模につき、おおむね次のごとき分類

階梯を置く」とし、戦前の「中央計画素案・同

要綱案」をもっと詳細にしたかたちで都市の階

層が定められている。すなわち以下の3区分、

細かくは5区分である。

第1級都市(地方中心)

1A:35～50万人

1B:20～35万人

第2級都市(地域中心)

2A:15～30万人

2B:5～15万人

リサーチ中国　盈形/./

第3級都市(地区中心)

3～8万人

ただし、京浜、名古屋、京阪神3地区につい

ては、「おおむね第1級都市(関門は第2級と

す)として整備するものとするも、なおその歴
`ママ

史的社会的特質に鑑みてこれが縮少を期し、あ

わせて各大都市地区に立地不可欠なる機能の地

域内分散を図るため、衛星都市の整備を期する

ものとす」とされている。

これは、大都市の成長管理というより、むし

ろ「人口収容」の観点から近郊への分散を進め

ざるをえなかったとみることもできよう。

地方圏の中心都市では、仙台塩竃(1946年時

点で28.9万人)と福岡(28.6万人)の2カ所が

「1A」であり、札幌(22.7万人)、新潟(18.4

万人)、広島(17.1万人)、熊本(20.6万人)の

4カ所が「1B」に分類されている。主要都市

の人口は、微増した札幌を除いて、他都市では

減少しているが、減少幅はそれほど大きくな

い。そのなかで、広島の人口は44年の34.3万人

からほぼ半減している。

中国地方については、岡山、呉、宇部の3都

市が「2A」、鳥取、松江、浜田、福山、山口

の5都市が「2B」とされている。また、「第

3級都市」は28カ所あげられている(表3)。

4大都市圏以外の地方都市は全国で292都市、

うち「2A」31都市、「2B」39都市であるか

ら、中国地方は「第2級都市」において全国の

11%強、「第3級都市」において13%程度を占

めていることになる。

松江地域に鳥取県米子市と境町が属し、福山

地域に岡山県笠岡町が含まれ、広島地域に山口

県岩国市が含まれているが、このような県境を

越えた経済圏がすでに形成されていたことがう

かがえる。鳥取県、岡山県および山口県につい

ては、一部は異なる県の地域に組み込まれてい

るものの、「1県1地域体制」となっている。

山口市の人口は空欄であるが、1944年時点で

厨土牌lらみた地方「その3ノ
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は6.5万人となっており、中国地方の「2B」

の都市のなかでは比較的規模が大きい。

戦前の「中央計画素案・同要綱案」における

都市階梯と比較すると、「第3級都市」の数が

かなり増えていること、呉市と宇部市が「第3

級都市」から「第2級都市」になっていること、

福山市が「第2級都市」に追加されていること

などが指摘できる。

戦前の成果の継承

「復興国土計画要綱」における人口と都市の

配分計画については、「立地的生産人口」「分布

的社会人口」「地方生活圏」などの新しい概念

が導入されるとともに、「人口収容」の観点か

ら農山漁村と地方都市が重視されるといった特

徴が指摘される。

にもかかわらず、基本的には、戦前の「中央

計画素案・同要綱案」とそれほど大きく変わっ

たとはいえない。

表3　中国地方の第2級・第3級都市

地域 第 2 級都市 (2A) 第 2 級都市 (2B) 第 3 級都市

鳥　 取 鳥取市 (5.3) 倉吉町 (1.6)

松　 手工

松江市 (5.7) 米子市 (5.0)

境町 (0.7)

安来町 (0.8)

出雲市 (4.1)

浜　 田
浜 田市 (3.7) 大 田町 (0.5)

益 田町 (0.5)

岡　 山

岡山市 (10.7) 津山市 (4.8)

倉敷 市 (4.4)

玉野市 (3.7)
連島町 (1.0)

琴浦町 (1.8)

勝山町 (0.9)

玉島町 (2.3)

福　 山

l 福 山市 (5.3) 笠岡町 (1.4)

尾道 市 (5.6)

三原 市 (4.5)

広　 島

呉市 (17.0) 竹原 町 (0.9)

西条町 (0.1)

三次町 (5.3)

岩 国市 (9.1)

山　 口

宇部市 (9.0) 山口市 (不詳) 柳井 町 (1.6)

光市 (3.3)

下松市 ・徳山市 (10.9)

防府 市 (6.2)

小野 田市 (4.1)

萩 市　 は 9)

深川 町 (1.0)

(注)「復興国土計画要綱」から作成。第1級都市である広島を表示していない。かっこは1946年時点の人口(万人)。

屠土拗-らみた地方!その3ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リサーチ幼厨　一打卯.1
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国土総合開発行政の試行期

外務省特別調査委員会報告

経済企画庁戦後経済史編纂室[1964]は、敗

戦から高度経済成長までの間における国土総合

開発行政を次の3つの時期に区分している。

第1期:1単5～49年の試行期

第2期:1950年の国土総合開発法制定とその

推進期

第3期:1952年の国土総合開発法改正と電源

開発促進法制定による実施期

試行期における主要な動きとしては、いまま

でみてきた内務省国土局による「復興国土計画

要綱」のほか、外務省特別調査委員会による「戦

後日本経済再建の基本問題」という報告書があ

る。外務省(当時はまだ大東亜省)に設置され

た特別調査委員会は、研究者・知識人などが参

加したもので、早くも終戦翌日の8月16日に第

1回会合が開かれている。その検討結果は、「復

興国土計画要綱」に先だって46年3月にまとめ

られた。

そのなかでは、世界の信用を恢復することに

よって平和的貿易体制の整備を図ることを視野

に入れながら、「国内における雇用を増大し、

国内生産力の向上により輸入負担を軽減し、さ

らに生産の環境を全般的に改善することによっ

て生産コストを引き下げ、輸入貿易の競争力を

強化する」ため、「過去において外に向けられ

たェネルギーを内に向け、社会的には旧き諸関

係を清算して近代化に前進すると共に、健康か

つ生産的な国土の建設に志さねばならない」と

している。

このような「新しき構想に基づく国土計画」

の目標は、「民族の健康保持と生産力の基本的

培養に置かれ、その上に人口と産業の能率的な

配置計画が組み立てられるべきであろう」とし

ており、戦前の国土計画と同様、人口と産業の

配置に主眼が置かれている。具体的には次のよ

リサーチ中国∴〟のJ

うな課題が提示されている。

・　国内開発の前提として地方行政機構の改

革

・新たなる国土計画の樹立

・河川の綜合利用

・　山地の利用

・運輸通信施設の整備

・　地下資源の開発

・　産金の奨励

・食糧自給度の向上

おもしろいことに、「北海道と東北は日本に
`7マ

残されたフロンテア(未開発地域)である。特

に北海道の綜合開発については、米国のテネッ

シー渓谷国営開発事業におけるごとき組織的科

学的方法を適用することも考慮すべきである」

という記述がみられる。つまり、終戦直後の時

点ですでにTVA(テネシー川流域開発公社)

を範とすべきという提案が打ち出されている。

なお、北海道を重視した背景には、当時のソ

連軍の動きに対する懸念もあったのではないか

と想像される。

戦後一時期、このような内務省や外務省主導

による構想試案づくりに並行して、「その他民

間にあっても、この種の経済再建の見通しを樹

てようとする種々の研究が行われた」(経済企

画庁戦後経済史編纂室[1964])という。

経済安定本部の誕生

内務省国土局が「復興国土計画要綱」を発表

して3日後の1946年9月4日、。毎a月乃血egは

"HomeMinistryPlanforPlannedEconomy"

と題する論説を掲載した(以下の引用は酉水孜

郎[1975]による)。

それによると、「要綱」は「実施されると今

後数年間国民生活の基礎的形態が決定される」

であろうから、非常に重要ではあるが、細部に

ついては実現しうるか疑わしく、非現実的であ

るとしている。しかも「この種の計画は、経済

厨土剖財lらみた地方「そのβノ
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安定本部の全般的な監督権の下にあるべく理解

されており、また大蔵省や厚生省を除外して内

務省、法制局、戦災復興院、農林省、運輸省党

の共同によって進められようとしているのは一

体どうしたことか」と、内務省主導の国土計画

に対して疑念が表明されている。

ここで指摘されているとおり、「要綱」が発

表される直前の1946年8月12日、内閣総理大臣

を総裁として経済安定本部が発足している。

経済安定本部は、その設置令で「内閣総理大

臣の管理に属し、物資の生産配給及び消費、労

務、物価、金融、輸送等に関する経済安定の緊

急施策について、企画立案の基本に関するもの

並びに各庁事務の総調整、監査及び推進に関す

る事務を掌る」とされ、さらに「内閣総理大臣

は関係各省大臣に対して必要な事項を命令する

ことが出来る」とされている。

これは、同本部にいわゆる「職権特例」を認

めたものであり、「極めて例の少ない最も強力

な権限を総理大臣に賦与する非常時的なもので

あって、当時の経済危機を乗り切るためには必

要な措置であった」(経済企画庁戦後経済史編

纂室[1964])とされるほど特別な役割を担う

官庁であった。

同本部は、もともと「政策事項については各

省に優越する存在であること」「経済危機突破

のための[期限を限定した]暫定的機構である

こと」といった条件を連合軍総司令部から承認

されて設置されたこともあり、一般には同本部

の計画は、内務省の計画に優先するとみられて

いたようである。また、前出の。匂pa月払2egが

"Planned Economy"という表現を使用してい

るように、一般には「国土計画」と「経済計画」

という用語が明確に区別されていなかった状況

もうかがうことができる。

経済安定本部の機能強化から縮小へ

1946年5月、連合軍総司令部から日本国政府

厨土拗lらみた劫方イそのβノ

に対し、深刻化する失業対策のために土木事業

を導入すべきとの指令がなされ、同年度予算に

急遽60億円が確保された。これが国として公共

事業を取り上げた最初とされる(建設省大臣官

房広報室監修[1963])。"Public works"の和訳

として「公共事業」という言葉が生まれたのも

このころである(総合研究開発機構[1996]に

おける宮崎仁の発言)。

これにあわせて46年9月、「公共事業処理要

綱」が閣議決定され、公共事業について経済安

定本部の統制が行われることとなり、さらに47

年度予算から公共事業はすべて同本部に一括計

上され、各省庁は同本部の認証を経たのちに移

し替えて支出することとなった。46年11月に

は、同本部に公共事業委員会が設置されている。

1947年5月1日には、経済安定本部の機能を

さらに強化すべLという連合軍総司令部の指示

をうけて、大幅な改組が行われた(やはり連合

軍総司令部の指示に基づいて、民間からの任用

が大幅に拡大された。これに伴い、第1回で紹

介した昭和研究会の関係者がさまざまなかたち

で同本部に参画することとなるが、これは政策

形成論や知識社会学の面からも興味深い)。

この機能強化により、同本部は、経済安定に

関する緊急施策について企画・立案の基本にか

かわる事務を一括して所掌することとなり、ま

た、各省庁の企画・立案部門をその人員ととも

に包括することとなった。こうして経済安定本

部は、「名実共に政府政策の一元的企画立案府

となるに至った」(経済企画庁戦後経済史編纂

室[1964])のである。

その規模は、生産局、建設局、貿易局、運輸

局、通信局、動力局、財政金融局、物価局、労

働局、生活物資局といった当時の主要部局の構

成(最大時には1官房11局)からもうかがうこ

とができよう。

つづいて1946年7月には、「経済安定本部の

定める経済安定の緊急施策について、地方にお

リサーチ鎖国.〝の」
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ける各庁事務の総合調整及び推進、並びに施策

の実施に関する監査及びこれに関連する経済統

制の励行に関する事務」を行うため、全国8カ

所に地方経済安定局が設置された。すなわち札

幌、仙台、東京、名古屋、大阪、広島、高松、

福岡である。

この種の地方機関としては、経済安定本部と

同時に発足した物価庁の地方物価事務局があ

り、やはり上記と同じ8カ所に置かれていた。

さきにみたとおり、内務省国土局「復興国土

計画要綱」(1946年9月)では、「地方生活圏の

中心都市地区」という区分があり、このほかに

弘前、新潟、金沢、熊本が中心都市にあげられ

ていたが、経済安定本部と物価庁の地方機関

は、今日でいう3大都市と4地方中枢都市、そ

れに高松の8カ所に絞られている。

話が少し煩雑になるが、1948年8月には、経

済安定本部の監査部門が拡大・強化されて、経

済調査庁が総理庁の外局として発足した。経済

調査庁は、「経済に関する法令の励行の確保に

関する全国並びに管区経済局及び地方経済局の

各種管轄区域における計画の立案に関する事

項」を行うことを目的としたもので、中央経済

調査庁、管区経済調査庁、地方経済調査庁から

構成される。

地方調査庁は各都道府県に1カ所ずつ(北海

道のみ4カ所)、管区経済調査庁はやはり上記

と同じ8カ所に設置された。管区経済調査庁の

長は経済安定本部の地方経済安定局長の専任と

され、組織的には管区経済調査庁が上位にな

る。地方調査庁の発足とともに、地方経済安定

局の事務は「本部の定める経済安定緊急施策の

地方における各庁事務の総合調整及び推進に関

する事務」に縮小された。

つまり、1948年8月当時の地方ブロックに

は、経済安定本部地方経済安定局、物価庁地方

物価事務局、経済調査庁管区経済調査庁という

3種類の機関が置かれていたのである。

リサーチ中野　盈形.1

しかしその後、混乱していた経済がしだいに

落ち着きをみせるなか、48年12月の「経済9原

則」や49年3月のドッジ声明とも相まって、統

制経済からの脱却が求められるようになる。こ

のため49年6月の機構改正により、経済安定本

部は、独立した省庁としての地位は保持したも

のの、特別の役割は解除され、規模も大幅に縮

小されることとなった。

1950年6月には、全国8ブロックに置かれた

3種類の地方機構が管区経済局に統合された。

また、都道府県の地方経済調査庁は、地方経済

安定局に変更され、管区経済局の下位機関とな

った。その後、経済調査庁は総理庁の外局から

経済安定本部の外局に移行され、物価庁もしだ

いに縮小されたのち1952年3月には廃止され、

経済安定本部の内局となった。

このようにして当初は1年間という期限で設

置された経済安定本部は、状況変化に対応しな

がら存続期間を延長してきたものの、1952年7

月31日をもって廃止されるに至る。

国土計画審議会

経済安定本部は、発足当初から「物資、資金、

労務、輸送及び物価に関する総合計画」「生産

資材の生産及び配給に関する施策の企画、推

進、調整及び監査」といった事務を担当し、そ

の後の機構改正によって「基本政策の立案、総

合調整」「経済安定政策の企画一般」といった

事務が明確化されてきた。

1950年6月に統合された管区経済局は、調整

部、物価部、監査部、査察部の4部から構成さ

れた(物価庁廃止後、物価部は調整部に統合さ

れて3部体制となった)。そのうち調整部の事

務のなかに「企業の育成及び合理化並びに物資

の生産、割当及び配給に関する関係各地方行政

機関の事務の総合調整及び推進」「生活水準の

改善並びに生活物資の生産、割当及び配給に関

する関係各地方行政機関の事務の総合調整及び

罫士朗如lらみた遡方　その3ノ
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推進」などとともに、「国土総合開発に関する

こと」という項目が記載されている。

下河辺[1994]によれば、経済安定本部にか

かわる国土計画・地域開発関係の付属機関とし

て、特に国土計画審議会、資源委員会、経済復

興計画委員会の3つが重要とされる。後者2機

関は経済安定本部の所管であるが、国土計画審

議会は総理庁の所管から出発した。

これら3機関のうち国土計画審議会は、最も

早く1947年3月に設置された。

国土計画審議会は、「内閣総理大臣の所管に

属し関係各大臣の諮問に応じて国土計画(戦災

復興計画を含む)に関する重要事項を調査審議

する」(官制第1条)ものである。発足当初、

緊急に審議すべき事項として、地方総合開発計

画の策定と実施、旧軍港・軍都・新興工業都市

の性格と転換に関する計画、戦災都市・地方都

市の性格と規模、国土計画法・地方計画法の制

定などがあげられていた。

同審議会は、1949年5月に総合国土開発審議

会に改称され、翌1950年5月の国土総合開発法

公布(後述)に伴って国土総合開発審議会に継

承され、さらに54年3月には現行の国土審議会

に変更されている。

建設省大臣官房広報室監修『建設省十五年小

史』(1963年)によれば、1947年に国土計画審

議会が設置された理由として、次の点があげら

れていたという。

(》　国土計画の策定とその実施面である地方

計画は、現在、内務省の所管に属し、国土

計画や地方総合開発計画案を作成中である

こと

②　これらの計画とその効果は、その実施面

としての土木行政、土木技術等と関係が深

く、これらと切り離しては実効を失いやす

いこと

③　将来、国土省を設置して国土計画の事務

機構を整備し、産業・文化・人口その他諸

罫士朗酎lらみた地方　その3ノ

施設の総合立地計画案と、その実施案の策

定を行うこと

つまり、国土計画にかかわる事務は、土木行

政とのかかわりが強いことから、内務省の所管

に統合するか、あるいは将来的には「国土省」

を設置することが当初は想定されていたようで

ある。しかし、国土計画審議会の運営は実際に

は経済安定本部主導のもとで進められ、内務省

国土局、のちの建設省にとっては心中穏やかな

らざるところがあったはずである。

経済安定本部の付属機関

2番目の資源委員会は、1947年12月、「経済

安定のための緊急な策定に関する経済計画の樹

立に必要な資源の有効かつ総合的な利用に関

し、その基礎資料を蒐集し、調査審議し、これ

に基づいて経済安定本部総裁に対し必要な報告

及び勧告を行う」ことを目的として設置され

た。翌年6月には資源調査会という名称にあら

ためられた。

設置当初は、水、土地、エネルギー、地下資

源の4部会が設置され、のちに衛生、繊維、地

域計画、防災、森林、食糧という6部会が追加

された。

このうち土地部会では、かなり初期から国土

調査の必要性が議論されていたが、これをうけ

て、1951年6月には国土調査法が公布され、経

済安定本部に国土調査審議会が設置されること

となる。

3番目の経済復興計画委員会は、1948年3月

に設置された。やや後れて発足したが、「長期

経済計画の立案という基本的な業務を単なる一

官庁内部に止めないで、広く全国民的な視野に

立って取り上げるという方向を現実化したもの

として、まさに画期的な意義を持つもの」(経

済企画庁戦後経済史編纂室[1964])と位置づ

けられている。

同委員会には、鉱工業、食糧並びに生活物資、

リサーチ鎖国.〟の.1
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貿易、交通、復旧建設、雇用、国民所得、技術

という8つの部会が置かれた。これらの審議に

基づき、経済活動の水準を戦前の1930～34年水

準に引き上げることなどを目標とした「戦後復

興計画5カ年計画最終試案」が1949年5月にま

とまった。

しかし、内閣総理大臣であり経済安定本部総

裁でもある吉田茂は、「最終試案」の再検討を

要請し、9月には計画の公表を中止することが

決まった。吉田は、同年10月の参議院本会議に

おいて、「日本の統計は不備であることに加

え、もはや計画経済の時代ではないため、『5

カ年計画』を立てる意義は疑わしい」という主

旨の答弁をしている。

吉田が「最終試案」を問題視した背景には、

政党間の抗争も影響していたようであるが(経

済企画庁[1968]における稲葉秀三へのインタ

ビューを参照)、このとき以来、経済安定本部

嫌いがますます強まり、「もっと権限の低い経

済調査庁か企画庁にしろ」といった発言を公言

するようになる。

経済復興計画委員会は、1948年6月に経済復

興計画審議会に変更され、1950年6月には自立

経済審議会にあらためられ、さらに1952年8月

には、経済審議庁の発足に伴って経済審議会と

いう名称に引き継がれている(2001年1月から

の省庁再編に伴い、経済審議会は2000年12月に

歴史の幕を閉じた)。

地域開発関係の主要な付属機関としては、こ

のほか、1948年6月に設置された河川総合開発

協議会がある。これは、「重要河川の総合開発

の計画の立案」について経済安定本部総裁に建

議することを目的としたもので、1950年6月に

は河川総合開発調査協議会にあらためられた。

内務省国土局「地方計画策定基本要綱案」

戦前における国土計画の主体は、1943年まで

は主に企画院、その後は企画院の流れを汲む内

リサーチ中屠　2〝/.1

務省国土局であった。

1940年12月、内務省に地方計画の策定に関す

る事務が追加されたのをうけて、同省では「地

方計画法案」の準備を進めてきた。国土計画に

関する事務は、1941年2月の官制改正により企

画院の所掌とされていたが、1943年に企画院が

内務省に引き継がれることによって、「国土計

画と地方計画が一本化」(建設省大臣官房広報

室監修[1963])されるに至った。

1943年末には仕上がっていたとされる「地方

計画法案」や1945年1月にまとめられた「戦時

国土計画素案」は、結局、それ以上進展するこ

とはなかった。にもかかわらず、これらの考え

方は継承され、戦後いち早く「国土計画基本方

針」(1945年9月)や「復興国土計画要綱」(1946

年9月)に結実したといえよう。

さらに内務省は、1947年4月、「地方計画策

定基本要綱案」を発表した。地方計画は、(D府

県または特殊地域を単位とした府県総合計画、

②2つ以上の府県を単位とした地方総合計画と

いう2種類から構成され、地方の開発整備事業

の総合性を確保すること、国の開発整備事業と

の総合性を確保すること、国の開発整備事業へ

の要請を明確にすること、開発整備事業による

効果とそれが目標とする地域振興の構想を明確

にすること、を主眼としている。

戦前の文書では、地方の権限がほとんど認め

られていないこともあってか、「地方から国へ

の要請」という表現は、おそらく出てこなかっ

たように思う。しかし、「地方計画策定基本要

綱案」においては、おりしも都道府県知事の公

選化などと重なったこともあってか、地域の開

発整備に関する地方の要望を国が聞き、それを

調整するという姿勢が打ち出されている。これ

は、"牧民官"をもって自任してきた内務省の

自負の現れといえなくもなかろう。

そのなかで地方計画とは、具体的には次のよ

うな事項に関する配分計画や整備目標を示すこ

厨土肋lらみた彪方「そのJノ
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ととされた。

①　開拓、農業、林業、水産業、畜産業、鉱

業、工業、道路、鉄道および鉄道電化、軌

道、水路、河川、砂防、港湾、用排水、発

送電、通信、住宅、学校、飛行場、文化施

設、都市計画、厚生、観光等に関する事業

計画およびその最終目標

②　交通、通信、動力、治山・治水・利水、

産業、教育、文化、観光等に関する施設の

配置計画

③1)人口、2)農地、山林、原野、牧野、塩

田、荒蕪地、都市、農村栗落、工業地等の

土地利用、3)農林畜水産、鉱業、工業等の

産業、4)治山、治水、保勝のための保存地

の配分計画

戦時中の「中央計画素案・同要綱案」と比較

すると、軍事関係の項目がないくらいで、その

他の項目が網羅的に受け継がれていることが分

かる。

内務省と戦災復興院から生まれた建設省

戦後まもない1945年11月、内閣総理大臣のも

とに戦災復興院が設置された。これは、戦災地

における市街地計画、住宅の建設と供給、土地

物件の処理および戦災者の生活安定に関する事

項を扱う機関であり、のちに連合軍総司令部の

要求する宿舎や施設の営繕調達に関する事務が

追加された。

これにあわせて「戦災地復興計画基本方針」

が閣議決定され(1945年12月)、この方針に基

づいて「特別都市計画法」が制定された(1946

年9月)。そして、戦災復興と同時に生産増強

を図るとの目的から、全国115都市において復

興土地区画整理事業と140都市において生産都

市再建整備事業が進められた。

このころ建築学科の学生として戦災の被害調

査に携わり、1947年に戦災復興院に入所した下

河辺[1994]によれば、「とにかく戦災復興一

屠土牌lらみた劫方「そのβノ

色であり、全国画一的な計画を進めるしかな

く、地方についてそれぞれの特色に配慮する悠

長さなどはなかった」としている。

確かに、京都や金沢といった戦争被害の少な

い都市には、いまでも独特の雰囲気が残されて

いるのに比べ、たいていの地方都市の風景がど

こか同じように感じられるのは、当時の画一的

な戦災復興計画に帰せられるところが大きいと

いえよう(たとえば山陽新幹線沿いでは明石、

姫路、岡山、広島など、山陰本線沿いでは鳥取、

米子、松江など、それぞれJ Rの中心駅付近か

ら都心方向を眺めてみると、都市のつくりに基

本的なちがいはないといってよい)。

このようななか、内務省は1947年12月31日を

もって解体され、翌48年1月1日には旧内務省

国土局(その前身は土木局)と戦災復興院が統

合されて建設院が誕生した。当初は総理庁外局

として設置されたが、その重要性に鑑み、半年

後の7月10日には運輸省運輸建設本部を吸収し

て建設省に昇格・独立した。

内務省国土局は、国土計画、地方計画、直轄

土木工事、河川・道路・砂防に関する事項など

の事務を所管していたが、これらの事務は、戦

災復興院ができたときに縮小されることなく、

そのまま建設省に引き継がれた。

発足当初における建設省総務局の所掌事務を

みると、「国土計画および地方計画に関する調

査および立案、都会地転入抑制に関する事務の

管理、東北興業株式会社の事務の監督その他」

といった事項が定められている。

中国地方綜合開発委員会

国土計画・地域開発にかかわる国の動きに並

行して、中国地方においても関連した取り組み

が行われている。

1946年10月、省庁の地方機関と中国地方各県

から構成される地方行政連絡会議の発議によ

り、中国地方国土復興開発委員会が発足した。

リサーチ鶴野J仰/.1
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同委員会の目的は、中国地方の「復興開発計画

を科学的調査に基づいて樹立する」ことにあ

り、治水・利水、交通、山林、港湾、観光(翌

年6月追加)の5つの部会において、復興開発

計画が検討された。その成果は、1948年4月、

「中国地方復興開発計画5カ年計画第1次試

案」にまとめられている。

発足して1年後の1947年9月、「復興を含め

て大きく本地方の綜合的開発を取り扱うべき」

との趣旨から、名称が中国地方国土綜合開発委

員会にあらためられた。さらに1年後の1948年

9月、機構改革に伴い、中国地方綜合開発委員

会に改称した。これにあわせ、5つの部会を廃

して特別専門委員会と専門委員会を設置すると

ともに、中国地方綜合調査所が付設された。

中国地方綜合開発委員会が発足した当時、委

員長は楠瀬常猪・広島県知事、副委員長は武若

時一郎・広島地方経済安定局長と末松栄・中国

四国地方建設局長の2人が務めた。同委員会

は、これら国の地方機関の長、各県の知事・副

知事、各県の県議会議長・市長会長・町村会長、

企業代表など、総勢63人から構成された(中国

地方綜合開発委員会[1960])。

それぞれの概要は、次のとおりである。

特別専門委員会:地方計画を国家的計画と密

接に関連づけ、各専門委員会に対して大

局的・総合的指示を与えるために、中央

の最高権威者の参画を得たもので、分権

的割拠主義と集権的画一主義の両弊を克

服しようとするもの

専門委員会:中国地方綜合開発委員会の中核

体であり、中国地方の官公民各界の専門

家に委嘱し、10の委員会(財政金融、動

力、農林水産、耕地、工業、鉱業、交通

通信、水利、都市建築、文化厚生)にお

いて具体的検討を行う

中国地方綜合調査所:調査統計の充実によっ

て委員会活動の真価を発揮するため、周

リサーチ中J野　〟β/.1

到な調査研究をもって諸計画に対し厳完

な科学的基礎を与えることを使命とする

中国地方綜合開発委員会については、特に次

の点を指摘しておきたい。

第1に、「分権的割拠主義と集権的画一主義

の両弊を克服」という表現から推察されるとお

り、同委員会は、国と地方をつなぐ"受け皿"

としての性格が与えられていたことである。

その背景には、当時における中央の地方観が

ある。同委員会が設置される前年の1947年に

は、日本国憲法が公布された。また、都道府県

知事の公選化が実施された。しかし、まだ内務

省が存続していたこともあり、中央からは地方

が割拠主義に走ることが懸念されていた。中国

地方綜合開発委員会は、このような状況を勘案

して、国と地方の意見を調整する"受け皿"を

いちおうは地方主導のかたちでつくろうとした

ものとみられる。

ただし、広島県の初代公選知事である楠瀬常

猪は、1945年10月から47年3月まで官選知事の

任にあった。また、中国地方綜合開発委員会の

初代副委員長を務めた武若時一郎は、楠瀬の後

任として47年3月から4月まで広島県の最後の

官選知事であった。これらのことを考慮する

と、いちおうは地方主導のかたちを取りながら

も、依然として官吏主導型性格が残されていた

であろうことは否定できない。

第2に、中国地方綜合開発委員会の委員長は

広島県知事であり、やはり地方主導のかたちに

なっているが、副委員長は広島地方経済安定局

長と中国四国地方建設局長の2人体制となって

いることである。つまり、地方計画なり地域開

発については、経済安定本部と建設省との二本

立てとなっている。

経済安定本部と建設省との確執は、むしろ実

際に事業を実施する地方においてこそ、さまざ

まな場面で顕在化したはずである。そのような

衝突を避けるためにも、広島県知事が中国地方

厨土膨lらみた倣才「そのβノ
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綜合開発委員会の代表に充てられたということ

も考えられるかもしれない。

なお、中国地方綜合開発委員会の調査研究部

門を担当していた中国地方綜合調査所というの

が中国総研の前身である(1962年に中国地方総

合調査会として社団法人化し、1990年に現行の

中国地方総合研究センターに改称した)。同じ

ころ、九州、四国、北陸などにも同種の調査機

関が開設された。どの機関でも、調査や統計の

ノウハウがあるということで満鉄調査部の出身

者が重要な役割を果たした(このあたりの事情

については東京大学新聞研究所編『日本のシン

クタンク』1985年を参照)。第1回で述べたよ

うに、わが国における国土計画の源流のひとつ

は満鉄調査部に由来するが、それにゆかりのあ

る人々が戦後復興期に再度、国土計画・地方計

画に関係したことになる。

国土計画・地方計画の体系化への要請

建設省大臣官房広報室監修[1968]によると、

1948年に発足した建設院は、「地方総合開発協

議会を設けて、総合開発地域の開発事業に対す

る国庫補助についての予算的措置の検討を進め

るとともに、経済安定本部との協議のもとに関

係各省間の事業の相互調整に努めていた」とし

ている。

ここに出てくる「総合開発協議会」というの

は、「総合開発地域」のために設置された機関

である。「総合開発地域」というのは、建設院

ならびにその後身の建設省が1948年度から50年

度の3カ年にわたって、関係府県と協力しなが

ら以下の全国14地域について実施した総合開発

事業調査の対象地域である。

阿仁田沢地域(秋田県)

最上地域(山形県)

奥会津地域(福島県・新潟県)

伊豆七島地域(東京都)

能登地域(石川県)

風土牌lらみた彪方イその3ノ

東三河地域(愛知県)

吉野・熊野地域(奈良県・和歌山県)

島根・大山地域(島根県・鳥取県)

芸北地域(広島県)

那賀川地域(徳島県)

四国西南地域(高知県・愛媛県)

阿蘇地域(熊本県・大分県)

南九州地域(鹿児島県・宮崎県)

石狩地域(北海道)

この調査は、「国、地方公共団体等が行う公

共事業と、私企業による産業施設の建設が総合

的・効率的に実施されるよう総合調整計画を策

定し、毎年度の事業予算に反映させる」(建設

省大臣官房広報室監修[1968])ことを意図し

たもので、その考え方は、のちの特定地域総合

開発につながっていく。

このように地方において総合開発への関心が

高まったきっかけとして、建設省大臣官房広報

室監修[1968]では、内務省国土局による「地

方計画策定基本要綱案」(1947年4月)のなか

で府県または地方総合計画をつくることが示さ

れたからだとしている。事実、その翌年の1948

年度には、「地方総合開発計画について国の指

導援助を仰いだものは22府県に及んだ」といわ

れる(同上)。

中国地方綜合開発委員会のような取り組み

も、地方における総合開発計画への機運の高ま

りと関連していたことは容易に想像されよう(さ

きに述べたように、中国地方においては、これ

に先行して中国地方国土復興開発委員会、その

後身の中国地方国土綜合開発委員会が発足して

いる)。

ただし、そのころ府県が持ち込んだ「総合開

発計画」というのは、実際には、「土木部(道

路、河川、港湾、都市等)あるいは農林部(農

地、林野、漁港等)の計画をとりまとめたもの

にすぎず、現況分析や将来見通しが十分でな

い、いわば応急復興対策の域を出ないものが多

リサーチ中ノ野　〟卯./
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かった」(建設省大臣官房広報室監修[1968])

とされる。

その一方、経済安定本部についても、これと

類似した記述を見つけ出すことができる。

つまり、同本部に設置された経済復興委員

会、資源委員会、河川総合開発協議会という「3

組織の活動と相呼応して、建設省、農林省、通

商産業省、運輸省等、各省はそれぞれの立場か

ら基礎資料の整備を進め、一方、地方において

も昭和21年以来、各県で総合計画を樹てるに至

った」(経済企画庁戦後経済史編纂室[1964])

というものである。

経済安定本部の側では、府県による取り組み

の開始は、同本部が発足した「昭和21年」とさ

れており、建設院・建設省に先んじている。

これにつづけて、「経済安定本部で公共事業

の認証を行うに及んで、地域計画の裏付けによ

って総合計画的に処理することにより、その事

業間の調整を改善する要請が強まった。その

後、経本、関係省庁及び地方のこれに対する動

きが活発となり、総合開発行政の一元化への要

請が強まるに至った」としている。

こうして国土計画審議会(1949年から総合国

土開発審議会に変更)において、総合開発行政

に向けた法案の検討が進められ、1950年の国土

総合開発法に結びついていく。

建設省所掌事務の限定化

下河辺[1994]によれば、公共事業重視型の

内務省と産業政策重視型の経済安定本部とは、

経済安定本部発足当初から対立しがちであった

ようである。そして、同本部主導のもとで運営

された国土計画審議会・総合国土開発審議会に

おいて、新たな法案の検討が進められたことに

より、同本部は、結果として「内務省解体の片

棒かつぎ」をしたことになったという。

国土総合開発法が制定されてのちのことであ

るが、1952年7月に経済安定本部が廃止され、
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翌8月から経済審議庁が発足した。同庁の事務

には経済対策、電源開発などと並んで、国土の

調査と国土の総合開発に関する事務が継承さ

れ、後身の経済企画庁を経て、さらに国土庁に

引き継がれていくこととなる。

建設省は、その前身である企画院あるいは内

務省国土局の時代から、国土計画・地方計画に

関する本流ともいうべき役割を担ってきた。し

かし、経済安定本部設置後は必ずしも本流とは

いえない傍流的な役割に押しとどめられること

となった。

すでに1960年代-経済企画庁主導のもとで

全国総合開発計画が策定されたころ-には、

建設省にとって国土計画・地方計画とは、「全

国または特定の地方についての土地・水等の保

全、利用とそのための根幹的な施設の配置・規

模に関する計画であり、国土の基本的な計画と

して、関係行政に対し主導的な役割を果たすも

の」(建設省大臣官房広報室監修[1963])とさ

れており、「復興国土計画要綱」や「地方計画

策定要綱案」で自ら提示した項目に比べてかな

り狭められ、土地と水に関する事項が中心とな

っている。

さらに国土庁発足に伴い、同庁の所掌事務

は、国土総合開発法の施行、国土利用計画[全

国計画]の立案、全国総合開発計画の作成など

とされたのに対し、建設省のそれは、「所管行

政に係る国土計画、地方計画の調査立案」「国

土総合開発法による特定地域の指定の要請、都

道府県総合計画、地方計画及び特定地域総合開

発計画の作成の助言、推進」に限定された。

このあたりの事情を反映してか、『建設省十

五年小史』(1963年)では、「国土計画の事務が

企画院から内務省に引き継がれ、地方計画と一

体的に企画・立案される体制のもとに建設省に

引き継がれたことは望ましいことであったが、

これらの計画上、根幹的な重要施設に関する行

政全般についての計画からする必要な調整機能
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を、国土計画・地方計画を所管する建設省に置

くに至らなかったことは、その後における社会

経済の進展に伴い、いわゆる『縦割り行政』の

弊害を生む遠因となった」と、無念さをにじま

せている(つづく)。

[いとう　としやす/当研究センター地域経済

研究部長、広島大学大学院社会科学研究科マネ

ジメント専攻客員教授]
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